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防衛装備庁における特別防衛秘密の保護に関する訓令の実施 

要領について（通知） 

 

標記について、防衛装備庁における特別防衛秘密の保護に関する訓令
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防衛装備庁における特別防衛秘密の保護に関する訓令の実施要領 

 

第１ 趣旨 

この実施要領は、防衛装備庁における特別防衛秘密の保護に関す

る訓令（平成２７年防衛装備庁訓令第２５号。以下「特別防秘庁訓

令」という。）第５３条の規定に基づき、防衛装備庁における特別

防秘庁訓令の実施に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

第２ 管理者等 

１ 特別防秘庁訓令第２条第３項第１号アに規定する課等の長に準ず

る者とは、調達事業部各物別室長（防衛装備庁における専決及び代

決に関する訓令（平成２７年防衛装備庁訓令第２４号）第２条第８

号に規定する物別室長をいう。）をいう。 

２ 特別防秘庁訓令第２条第３項第２号に規定する管理者の職務上の

上級者とは、防衛装備庁長官及び防衛技監のほか、次の各号に掲げ

る者とする。 

⑴ 長官官房総務官、長官官房人事官、長官官房会計官及び長官官

房監察監査・評価官においては、長官官房審議官とする。 

⑵ 長官官房各装備開発官及び長官官房艦船設計官においては、長

官官房各装備官とする。 

⑶ 装備政策部、技術戦略部及び調達管理部の各管理者において

は、各部長とする。 

⑷ プロジェクト管理部の各管理者においては、プロジェクト管理

部長及び同部各プロジェクト管理総括官とする。 

⑸ 調達事業部の各管理者においては、調達事業部長、同部調達総

括官及び同部各総括装備調達官とする。 

⑹ 航空装備研究所、陸上装備研究所、艦艇装備研究所、新世代装

備研究所及び防衛イノベーション科学技術研究所の各管理者にお

いては、各研究所長とする。 

⑺ 千歳試験場、下北試験場及び岐阜試験場においては、各場長と

する。 

 

第３ 装備政策部長等の指定する者 

装備政策部長等（特別防秘庁訓令第２条第１項に規定する装備政

策部長等をいう。以下同じ。）が次に掲げる者を指定する場合に

は、管理者の中から指定するものとする。 

⑴ 特別防秘庁訓令第２条第３項第６号に規定する特別防衛秘密に

属する文書若しくは図画（電子計算機情報を含む。以下同じ。）



又は物件（以下「特別防衛秘密文書等」という。）の保管を命ず

る者 

⑵ 特別防秘庁訓令第４条第１項に規定する保全責任者を指定する

者 

⑶ 特別防秘庁訓令第９条第１項に規定する掲示を行う者 

⑷ 特別防秘庁訓令第１２条第１項に規定する特別防衛秘密電子計

算機情報を取り扱う情報システムを認める者 

⑸ 特別防秘庁訓令第１２条第２項に規定する特別防衛秘密電子計

算機情報の可搬記憶媒体以外への格納を認める者 

 

第４ 保全責任者等の指定等 

１ 保全責任者の職務上の上級者である管理者は、特別防秘庁訓令第

４条第３項の規定により部下職員の中から保全責任者の補助者を指

定する場合は係長又はこれに準ずる者をもって、特別防秘庁訓令第

４条第４項の規定により臨時に保全責任者の職務を代行する職員を

指定する場合には補佐若しくは班長又はこれに準ずる職位にある者

をもって充てるものとする。 

２ 管理者の職務上の上級者の所掌事務に関する特別防衛秘密文書等

に係る特別防秘庁訓令第３６条第２項、第３７条、第４１条又は第

４４条の規定による接受、保管、登載又は廃棄の事務は、その事務

を所掌する装備政策部長等又はその指定した管理者の指定する保全

責任者が行うものとする。 

３ 保全責任者、臨時に保全責任者の職務を代行する職員及び保全責

任者の補助者（以下「保全責任者等」という。）の指定は、別紙様

式第１号に定める指定書を交付して行うものとする。 

４ 管理者は、特別防秘庁訓令第３条、第４条、第２２条第３項、第

３１条第１項ただし書、第４２条第２項又は第４４条第２項の規定

により取扱者、保全責任者等、複製若しくは製作に立ち会う職員、

送達する職員、閲覧簿への記載を省略することができる職員又は廃

棄に立ち会う職員が指定されたときは、別紙様式第２号に定める特

別防衛秘密文書等取扱者名簿を作成し、これらの指定に変更があっ

た場合には、速やかに、これを更新するものとする。 

５ 管理者は、前項の規定により特定特別防衛秘密（特別防秘庁訓令

第１４条第１項に規定する特別の保護を要する特別防衛秘密をい

う。）の取扱者に指定された職員に別紙様式第３号に定める特定特

別防衛秘密保護適格証明書を所有させる必要があるときは、別紙様

式第４号により装備政策部装備保全管理課長（以下「装備保全管理

課長」という。）にその発行を依頼するものとする。 



６ 管理者は、取扱者の指定の解除その他の理由により、当該取扱者

に前項の規定により発行された特定特別防衛秘密保護適格証明書を

所有させる必要がなくなったときは、速やかに当該取扱者からこれ

を回収し、装備保全管理課長に返納するものとする。 

 

第５ 超過勤務時における保護措置 

   課等の長は、特別防衛秘密文書等を取り扱う業務について、やむ

を得ず超過勤務を命じるときは、保全責任者等に特別防衛秘密の保

護のために必要な措置を講じさせるものとする。 

 

第６ 保全教育 

特別防秘庁訓令第８条に規定する保全教育は、各管理者が管下の

全ての職員に対して実施するものとし、その実施に当たっては、装

備保全管理課長が必要な協力を行うものとする。 

 

第７ 紛失時等の調査 

特別防秘庁訓令第２条第３項に規定する関係職員（以下「関係職

員」という。）は、特別防衛秘密の漏えい又は特別防衛秘密文書等

の紛失若しくは破壊（これらの疑い又はおそれがある場合を含む。

以下「事故等」という。）が発生したときは、直ちに事故等の拡大

を防止するために必要な措置を講じるとともに、次の各号に掲げる

内容を職務上の上級者に報告するものとする。 

⑴ 事故等発生の日時 

⑵ 事故等発生の場所 

⑶ 事故等に係る特別防衛秘密文書等の件名等 

⑷ 事故等の関係者の官職及び氏名 

⑸ 事故等発生の原因及び経過 

⑹ 事故等が防衛省、防衛装備庁その他に及ぼす影響 

⑺ 事故等発生に際して講じた措置 

⑻ その他参考となる事項 

 

第８ 秘密区分の指定 

装備政策部長等は、特別防秘庁訓令第１５条第１項の規定に基づ

き防衛装備庁長官に秘密区分の指定を申請するときは、次の各号に

掲げる事項を明示した書面（電磁的記録を含む。以下同じ。）を添

えるものとする。 

⑴ 米国政府から特別防衛秘密文書等を供与されたとき 

ア 件名（物品番号等を含む。） 



イ 数量 

ウ 接受年月日 

エ 根拠 

オ 米国政府の秘密区分 

カ 秘密事項及び適用条項 

⑵ 複製若しくは製作するとき 

ア 件名（物品番号等を含む。） 

イ 登録番号 

ウ 一連番号 

エ 数量 

オ 複製又は製作する年月日 

カ 複製又は製作する具体的な理由 

キ 複製又は製作の委託先（外部に委託する場合のみ。） 

ク 複製又は製作後の送付先 

ケ 送付先における取扱者の職名 

コ 根拠 

サ 米国政府の秘密区分 

シ 秘密事項及び適用条項 

 

第９ 標記等の方法 

標記等の方法は、特別防秘庁訓令第１７条の規定によるほか、次

の各号に掲げる要領によるものとする。 

⑴ 文書及び図画については、表紙、裏表紙及び特別防衛秘密を含

む各頁の右上部及び左下部に日米相互防衛援助協定等に伴う秘密

保護法施行令（昭和２９年政令第１４９号）第３条第３項に規定

する標記及び特別防秘庁訓令別記第２号様式の表示を赤色（これ

により難い場合は他の色）で付す。 

⑵ 特別防衛秘密電子計算機情報を保存した可搬記憶媒体について

は、当該可搬記憶媒体にもラベルを貼る等の方法により表示す

る。 

⑶ 物件については、その見やすい場所に表示する。 

⑷ 米国政府から特別防衛秘密に属する文書又は図画が供与される

場合であって、当該文書又は図画において特別防衛秘密に該当す

る部分が明示されていない場合は、米国政府への聞き取り等によ

り特別防衛秘密に該当する部分を明確にした上で、防衛装備庁に

おける特別防衛秘密の保護に関する訓令の解釈及び運用について

（装装制第５１号。２７．１０．１。以下「特別防秘庁通達」と

いう。）第１３に規定する特別防衛秘密に該当する部分の明示を



行うものとする。 

 

第１０ かがみ文書に対する表示 

かがみ文書と添付書類により構成される文書については、別紙様

式第５号に定めるところにより表示を行うものとする。 

 

第１１ 登録等 

１ 特別防秘庁訓令第１９条第１項に規定する特別防衛秘密登録簿

（以下「登録簿」という。）は、管理者ごとに備えるものとする。 

２ 装備政策部長等は、特別防秘庁訓令第１９条の規定により秘密区

分の指定、変更又解除が行われたときは、速やかに、管理者に登録

簿の登録、登録の変更、又は抹消を行わせるものとする。 

 

第１２ 登録番号の表示 

１ 特別防秘庁訓令第２０条第１項に規定する登録番号は、次の例に

よるものとする。 

装○○特別防□第△△－××号 

⑴ ○○は、長官官房、各部及び施設等機関の略号を表し、次の例

により記載する。 

官総（長官官房総務官の場合）、装装（装備政策部装備政策課

の場合）、プ事（プロジェクト管理部事業計画官の場合）、技技

（技術戦略部技術戦略課の場合）、管調（調達管理部調達企画課

の場合）、事需（調達事業部需品調達官の場合）、航総（航空装

備研究所管理部総務課の場合）、千試（千歳試験場の場合）。 

⑵ □は、秘密区分に応じ、機密、極秘又は秘のいずれかを記載す

る。 

⑶ △△は、暦年を表し、次の例により記載する。 

装○○特別防秘第１－××号（令和元年に指定された場合） 

装○○特別防極秘第２－××号（令和２年に指定された場合） 

⑷ ××は、秘密区分に関わらず、暦年ごとの一連番号を表し、年の

途中で改元が行われた場合は、１に戻るものとする。 

２ 登録番号の表示は、次の各号に掲げる要領によるものとする。 

⑴ 文書又は図画については、原則としてその左上部（２枚以上で

構成されたものにあっては表紙又は第１枚目の左上部）に表示す

る。 

⑵ 特別防衛秘密電子計算機情報を保存した可搬記憶媒体について

は、当該可搬記憶媒体にもラベルを貼る等の方法により表示す

る。 



⑶ 物件については、その見やすい場所に表示する。 

 

第１３ 複製又は製作の承認 

特別防秘庁訓令第２２条の規定に基づき特別防衛秘密文書等を複

製又は製作するときは、あらかじめ、第８第２号に規定する事項を

明示した書面を添え、防衛装備庁長官の承認を得るものとする。 

 

第１４ 伝達する際の措置 

特別防秘庁訓令第３０条第１項又は第２項の規定により特別防衛

秘密に属する事項を伝達する場合は、関係職員間で直接伝達するも

のとする。この場合、その始めと終わりに伝達する内容が特別防衛

秘密であることを明らかにするとともに、筆記又は録音を禁止する

等必要な措置を講じるものとする。 

 

第１５ 送達の方法 

１ 特別防秘庁訓令第３１条第１項の規定により特別防衛秘密文書等

を送達する職員は、管理者又はその職務上の上級者があらかじめ指

定し、第４第４項の規定により特別防衛秘密文書等取扱者名簿に登

載された者とする。 

２ 特別防衛秘密文書等を送達する場合は、施錠することのできる運

搬容器（外部から内側を視認できないものに限る。）を用いて携行

するものとする。この場合において、内部部局から防衛省市ヶ谷庁

舎外に、施設等機関から当該施設等機関が所在する庁舎外に送達す

る場合には、２人以上の職員が努めて公共交通機関を用いずに携行

するものとする。 

 

第１６ 受領証等 

１ 特別防秘庁訓令第３４条に規定する特別防衛秘密文書等を送達す

るときに受領者の氏名等を記載させる簿冊は、第１７に規定する特

別防衛秘密文書等接受保管簿とする。 

２ 前項の簿冊により難い場合は、別紙様式第６号に定める送付書・

受領書によるものとする。 

 

第１７ 特別防衛秘密文書等の接受、登載及び保管 

１ 特別防秘庁訓令第３６条第２項、第３７条第３項（第４０条にお

いてこれらの規定を準用する場合を含む。）及び第４１条の規定に

より、保全責任者が特別防衛秘密文書等の接受、保管、通知、送

達、回収又は廃棄について登載する簿冊は、別紙様式第７号に定め



る特別防衛秘密文書等接受保管簿とする。 

２ 保全責任者等は、特別防衛秘密文書等を接受したときは、米国政

府の秘密区分（米国政府から供与を受けた特別防衛秘密文書等の場

合）、秘密区分、件名、登録番号、一連番号、保存期間、保管を開

始した年月日等を特別防衛秘密文書等接受保管簿に記載するものと

する。 

３ 保全責任者等は、その保管に係る特別防衛秘密文書等について、

秘密区分の変更若しくは解除、送達、回収又は返却が行われたとき

は、その旨を特別防衛秘密文書等接受保管簿に記載し、又は必要に

応じ記載内容を変更し、若しくは抹消するものとする。 

４ 原議（原本、原紙等を含む。以下同じ。）である特別防衛秘密電

子計算機情報（特別防秘庁訓令第１２条第１項に規定する特別防衛

秘密電子計算機情報をいう。以下同じ。）は、必要に応じ、バック

アップ（特別防衛秘密電子計算機情報を格納する可搬記憶媒体の経

年劣化や旧式化等により、当該特別防衛秘密電子計算機情報の取扱

いに支障が生じる場合に備え、当該特別防衛秘密電子計算機情報を

複製したものをいう。以下同じ。）を保管するものとする。この場

合において、バックアップは、特別防衛秘密文書等の複製に当たる

ため、その実施に当たっては、特別防秘庁訓令第２２条第１項の規

定に基づき、あらかじめ、防衛装備庁長官の承認を得るものとす

る。 

５ 前項の場合において、バックアップは、「原議－１」のように原

議に枝番号を付した一連番号にて管理するものとする。 

 

第１８ 内部部局における特別防衛秘密文書の集中管理 

１ 内部部局の管理者は、やむを得ない事情により自ら特別防衛秘密

文書を保管することができない場合は、別紙様式第７の２号に定め

る特別防衛秘密文書集中管理依頼書により装備保全管理課長に当該

特別防衛秘密文書の管理を依頼するものとし、依頼を受けた装備保

全管理課長は、当該特別防衛秘密文書を自らが管理する秘密保全庫

において集中して管理するものとする。なお、この場合において

も、当該特別防衛秘密文書の管理者は、依然として装備保全管理課

長に当該特別防衛秘密文書の管理を依頼した管理者（以下「依頼元

管理者」という。）であり、当該特別防衛秘密文書の保管並びに保

管に伴う登載、貸出及び閲覧等の特別防衛秘密の保護に係る事務は

装備保全管理課長が行うこととするが、当該特別防衛秘密文書の廃

棄等の文書管理に係る事務は依頼元管理者が行うこととする。 

２ 依頼元管理者は、前項の規定により装備保全管理課長に管理を依



頼する特別防衛秘密文書の送達（返却を含む。第４項について同

じ。）を受ける場合は、当該特別防衛秘密文書の送達元に対し、装

備保全管理課長において当該特別防衛秘密文書を接受する旨及び当

該接受に関し必要な事項を装備保全管理課長と調整されたい旨を連

絡するものとする。 

３ 装備保全管理課長は、第１項の規定に基づき管理の依頼を受けた

特別防衛秘密文書の秘密区分、件名、登録番号、一連番号、保存期

間、保管（集中管理）を開始した年月日等を特別防衛秘密文書等接

受保管簿に記載するものとする。また、当該文書について、秘密区

分の変更若しくは解除、送達、回収又は返却が行われたときは、そ

の旨を特別防衛秘密文書等接受保管簿に記載し、又は必要に応じ記

載内容を変更し、若しくは抹消するものとする。 

４ 依頼元管理者は、第１項の規定により装備保全管理課長に管理を

依頼した特別防衛秘密文書を送達する場合は、別紙様式第７の３号

に定める特別防衛秘密文書集中管理終了通知書を装備保全管理課長

に送付するとともに、第１５の規定により依頼元管理者があらかじ

め指定した者に当該特別防衛秘密文書の送達を行わせるものとす

る。 

 

第１９ 特別防衛秘密文書等の貸出し等 

１ 保全責任者等は、特別防秘庁訓令第３８条（第４０条において準

用する場合を含む。）の規定により特別防衛秘密文書等を貸し出す

ときは、別紙様式第８号に定める特別防衛秘密文書等貸借簿に必要

な事項を記載し、管理者の承認を得るものとする。この場合におい

て、保全責任者等は、貸出先が防衛装備庁以外の者であるときは、

特別防秘庁訓令第３８条第１項ただし書又は第２項（第４０条にお

いてこれらの規定を準用する場合を含む。）に規定する許可を受け

ていることを確認するものとする。 

２ 前項の場合において、貸し出す特別防衛秘密文書が第１８の規定

により集中管理されている特別防衛秘密文書であるときは、依頼元

管理者が別紙様式第８の２号に定める特別防衛秘密文書貸出依頼書

により当該特別防衛秘密文書の貸出しを装備保全管理課長に依頼

し、貸出先の保全責任者等に装備保全管理課長から当該特別防衛秘

密文書の貸出しを受けさせるものとする。 

３ 前２項の規定による貸出し期間は、当日限りとする。ただし、業

務上、当日中に返却することが極めて困難な場合は、必要な期間と

することができる。 

４ 保全責任者等は、特別防衛秘密文書等を借り受け、回収し、又は



返却したときは、特別防衛秘密文書等貸借簿に必要な事項を記載す

るものとする。 

 

第２０ 閲覧記録 

１ 管理者は、その保管に係る特別防衛秘密文書等又は第１９の規定

により貸出しを受けた特別防衛秘密文書等を取扱者に閲覧させると

きは、別紙様式第９号に定める特別防衛秘密文書等閲覧簿に必要な

事項を記載させ、承認を得た後、不特定多数の者が出入りせず、か

つ、保全責任者等の監視が可能である等の特別防衛秘密の保護上適

当な場所において閲覧させるものとし、閲覧が終了したときは、保

全責任者に当該特別防衛秘密文書等の異常の有無を確認させるもの

とする。ただし、第４第４項により、特別防衛秘密文書等閲覧簿へ

の記載を省略することができる職員として指定されている者が閲覧

する場合はこの限りではない。 

２ 前項の場合において、閲覧する特別防衛秘密文書が第１８の規定

により集中管理されている特別防衛秘密文書であるときは、依頼元

管理者が当該特別防衛秘密文書の閲覧を別紙様式第９の２号に定め

る特別防衛秘密文書閲覧依頼書により装備保全管理課長に依頼する

ものとする。 

３ 装備保全管理課長は、前項に規定する依頼を受けた場合は、特別

防衛秘密文書等閲覧簿に必要な事項を記載させ、自らが指定した保

全責任者等の立会いの下、自らが管理する秘密保全庫において閲覧

させるものとし、閲覧が終了したときは、自らが指定した保全責任

者に当該特別防衛秘密文書等の異常の有無を確認させるものとす

る。ただし、第４第４項の規定により、特別防衛秘密文書等閲覧簿

への記載を省略することができる職員として指定されている者が閲

覧する場合はこの限りではない。 

 

第２１ 特別防衛秘密文書等の廃棄 

保全責任者等は、特別防秘庁訓令第４４条第１項の規定に基づき

装備政策部長等から特別防衛秘密文書等の廃棄を指示されたとき

は、別紙様式第１０号に定める特別防衛秘密文書等廃棄簿に必要な

事項を記載し、装備政策部長等の承認を得た後、管理者の指定する

者の立会いの下、特別防秘庁訓令第４４条第２項に規定する方法に

より廃棄するものとする。廃棄が終了したときは、特別防衛秘密文

書等廃棄簿に保全責任者及び立会者に氏名を記載させるなど廃棄を

実施した記録を残した上で、管理者の最終的な確認を得るものとす

る。 



 

第２２ 定期検査等 

１ 管理者は、毎年６月末及び１２月末現在における特別防衛秘密の

保護の状況について、特別防秘庁訓令第４６条に規定する定期検査

を実施し、特別防秘庁通達別紙様式に定められる特別防衛秘密定期

検査報告書により、６月末現在における定期検査の結果については

９月末までに、１２月末現在における定期検査の結果については翌

年の３月末までに、それぞれが所属する長官官房、各部又は施設等

機関の庶務担当課等の長である管理者を通じ、装備政策部長等に報

告するものとする。 

２ 管理者は、定期検査の実施及び実施結果の報告に当たっては、別

紙に定める事項に留意するものとする。 

３ 装備政策部長等は、特別防秘庁通達第４０第２項の規定に基づ

き、長官官房、各部又は施設等機関ごとの定期検査の結果を装備政

策部長に報告するものとする。 

４ 第１項のほか、装備政策部長等は、必要があると認めたときは、

特別防衛秘密の保護の状況を臨時に検査し、特別防衛秘密の保護の

ための指示その他必要な措置を講じるものとする。 

 

第２３ 引継ぎ及び引継ぎ時の検査 

１ 管理者は、保全責任者が人事異動等により交代したときは、その

保管に係る特別防衛秘密文書等及び特別防衛秘密の保護のために備

える各種簿冊等を新たに指定された保全責任者に確実に引き継がせ

るものとする。 

２ 前項に規定する引継ぎに当たっては、新旧保全責任者は、別紙様

式第１１号に定める引継確認書に必要な事項を記載し、又は記録

し、引継ぎが終了した後に管理者の確認を受けるものとする。 

 

第２４ 指定前の特別防衛秘密の取扱い 

保全責任者等は、特別防秘庁訓令第４８条に規定する秘密区分を

指定される前の特別防衛秘密に属する事項又は文書、図面若しくは

物件については、次の各号に掲げるところにより、特別防衛秘密文

書等接受保管簿に登載するものとする。 

⑴ 米国政府の秘密区分、件名、保管を開始した年月日等を記載

し、備考欄に「指定前」と朱書きする。 

⑵ 秘密区分が指定されたときは秘密区分を、登録簿に登録された

ときは登録番号、一連番号及び保存期間を速やかに記載するとと

もに、備考欄の「指定前」の朱書きを抹消する。 



 

第２５ 特別防衛秘密の外部委託の許可 

１ 契約担当官等（防衛省所管契約事務取扱細則（平成１８年防衛庁

訓令第１０８号）第２条に規定する契約担当官等のうち防衛装備庁

の契約担当官等をいう。以下同じ。）は、特別防秘庁訓令第２４条

の規定に基づき特別防衛秘密文書等の製作等を国の機関以外の者に

委託するときは、別紙様式第１２号に定める特別防衛秘密物件等製

作等外部委託許可伺により防衛装備庁長官の許可を得るものとす

る。 

２ 管理者は、契約担当官等が前項の許可を得た場合は、その旨を別

紙様式第１３号により当該委託先を管轄する防衛省本省の北海道防

衛局調達部長、北関東防衛局装備部長、南関東防衛局調達部長、近

畿中部防衛局調達部長、中国四国防衛局調達部長、沖縄防衛局調達

部長、東海防衛支局長、長崎防衛支局長、東北防衛局郡山防衛事務

所長、北関東防衛局宇都宮防衛事務所長、近畿中部防衛局舞鶴防衛

事務所長、近畿中部防衛局東海防衛支局岐阜防衛事務所長又は中国

四国防衛局玉野防衛事務所長（以下「地方防衛局調達部長等」とい

う。）に通知するものとする。 

 

第２６ 委託先への送達等 

１ 契約担当官等は、第２５第１項の許可を得て委託先に特別防衛秘

密文書等を送達するときは、その旨を別紙様式第１４号により当該

委託先へ通知するものとする。 

２ 契約担当官等は、前項の規定にかかわらず、契約終了後に委託先

から防衛装備庁に返却又は提出すべき特別防衛秘密文書等を返却又

は提出させずに保管を継続させ、あらためて接受することなく新た

に送達を行ったものとして整理する必要がある場合には、その旨を

別紙様式第１５号により当該委託先へ通知するものとする。 

 

第２７ 委託先における特別防衛秘密文書等の複製等 

１ 契約担当官等は、委託先が特別防衛秘密に属する文書又は図画を

複製若しくは製作し、又は特別防衛秘密に属する物件の設計資料、

見取図、試験成績表等の複製、製作若しくは写真撮影を行おうとす

るときは、あらかじめ、当該委託先から別紙様式第１６号により申

請させるものとする。ただし、仕様書等により当該複製等が当然に

して認められている場合は、この限りではない。 

２ 契約担当官等は、前項の規定による申請があった場合は、その内

容を審査し、別紙様式第１７号に定める特別防衛秘密文書等複製等



外部委託許可手続伺により防衛装備庁長官の許可を得るものとす

る。 

３ 契約担当官等は、前項の規定による許可を得たときは、その旨を

別紙様式第１７の２号により当該委託先に通知するものとする。 

４ 特別防秘庁訓令別記第６号様式「特別防衛秘密の保護に関する特

約条項」（以下「特約条項」という。）第５条第２項に規定する甲

の代理者は、契約担当官等又は地方防衛局調達部長等が指名する者

とする。 

 

第２８ 委託先の実施報告 

 １ 契約担当官等は、委託先から特約条項第７条に規定する実施報告

について、別紙様式第１７の３号により報告させるものとする。 

２ 契約担当官等は、前項に規定する実施報告があったときは、速やか

にその内容を確認し、仕様書等又は申請等の内容と相違がある場合

は、直ちに当該委託先と調整するものとする。 

 

 

第２９ 委託先の秘密保全施設への立入り 

委託先の秘密保全施設（特約条項第８条第１項に規定する特定資

料又は特定物件が取り扱われている場所をいう。）への立入要領に

ついては、装備政策部長が別に定めるものとする。 

 

第３０ 委託先の特別防衛保護規則等の確認 

委託先の特別防衛秘密保護規則等（特約条項第９条に規定する特

別防衛秘密の保全に関する規則をいう。）の確認要領は、装備政策

部長が別に定めるものとする。 

 

第３１ 委託先の検査 

特約条項第１１条に規定する委託先の特別防衛秘密の保護の状況

に係る検査の要領は、装備政策部長が別に定めるものとする。 

 

第３２ 保管状況報告 

１ 契約担当官等は、委託先から特約条項第１２条に規定する特別防 

衛秘密文書等の保管状況について、別紙様式第１７の４号により報 

告させるものとする。 

２ 前項の規定による報告は、中央調達の契約においては、地方防衛 

局調達部長等を通じて提出させるものとする。 

 



第３３ 委託先の特定資料又は特定物件を取扱う場所の新設等 

委託先の秘密保全施設（特約条項第１３条に規定する特定資料又

は特定物件を取り扱う場所をいう。）の確認要領は、装備政策部長

が別に定めるものとする。 

 

第３４ 委託先における事故発生時の措置 

１ 契約担当官等は、特約条項第１４条第１項の規定に基づき委託先

から特別防衛秘密の漏えい、紛失、破壊等の事故（その疑い又はそ

のおそれがある場合を含む。以下「事故等」という。）が発生した

旨の報告を受けたときは、直ちに、緊急事態等及び庁内速報事案等

が発生した際の速報要領について（装官総第３号。２７．１０．

１）に基づき装備保全管理課長に速報するとともに、次の各号につ

いて当該委託先の調査を行い、装備政策部長を通じて防衛装備庁長

官に報告するものとする。 

⑴ 事故等発生の日時及び場所並びに当事者の職名、氏名等 

⑵ 事故等に係る特別防衛秘密文書等の件名、秘密区分、登録番号

（一連番号を含む。）、数量及び内容 

⑶ 事故等発生の原因及び経過 

⑷ 事故等発生の及ぼす影響 

⑸ 事故等発生に対して講じた措置 

⑹ 所見及びその他参考事項 

２ 契約担当官等は、必要に応じ、地方防衛局調達部長等に前項の調

査を行わせることができるものとする。 

３ 契約担当官等は、第１項の調査について、装備保全管理課長その

他関係する課等に必要な協力を求めることができるものとする。 

 

第３４の２ 委託先の保全教育の内容等の確認 

   特約条項第１５条に規定する委託先の保全教育の内容等の確認要

領は、装備政策部長が別に定めるものとする。 

 

第３４の３ 関係社員名簿の確認 

   装備品等の調達に係る秘密等の保全又は保護の確保について（防

経装第１９０７２号。２６．１２．２４）第８項第３号に規定する

委託先の関係社員名簿の確認要領については、装備政策部長が別に

定めるものとする。 

 

第３５ 下請負 

１ 契約担当官等は、特約条項第１６条第１項ただし書の規定に基づ



く委託先からの下請負又は特約条項第１６条第４項の規定に基づく

委託先からの品質システムの審査の委託については、あらかじめ、

当該委託先から別紙様式第１８号により申請させるものとする。 

２ 前項の規定による申請は、中央調達の契約においては地方防衛局

調達部長等を通じて提出させるものとする。 

３ 契約担当官等は、第１項の規定による申請について、当該下請負

に係る第２５第１項に規定する防衛装備庁長官の許可を得た場合

は、その旨を別紙様式第１９号により当該申請を行った委託先に通

知するものとし、その写しを地方防衛局調達部長等に送付するもの

とする。 

４ 特約条項第１６条第２項に規定する下請負者と契約担当官等との

契約は、別紙様式第２０号によるものとする。 

 

第３６ 委託先への特別防衛秘密の指定解除等の通知 

契約担当官等は、委託先に送達した特別防衛秘密文書等の特別防

衛秘密の指定が解除され、又は保存期間が変更されたときは、その

旨を当該委託先に通知するものとする。 



別紙 

 

定期検査における留意事項について 

 

１ 定期検査における確認事項 

⑴ 目 的 

定期検査の目的は、特別防秘庁通達第４０第１項第２号に規定す

るとおり、特別防衛秘密文書等の指定、複製、製作、送達、保管、

貸出し、廃棄等が適正に実施されていることを確認することにある

ため、これらの実施に当たり作成する書面又は電磁的記録及びこれ

らの実施を記載する簿冊についても適切に整備されていること、さ

らには各管理者において米国政府から受領し、又は複製等した特別

防衛秘密文書等が特別防秘庁訓令、特別防秘庁通達及び本実施要領

の規定に基づき形式的にも適切に管理されていることを確認する必

要がある。 

⑵ 管理者による確認事項 

各管理者は、付紙様式に定める確認事項に基づき定期検査を実施

し、その確認結果の良否を同様式中に記載の上、これを特別防衛秘

密定期検査報告書（特別防秘庁通達別紙様式に定められる特別防衛

秘密定期検査報告書をいう。）に付して装備政策部長等に報告する

ものとする。 

⑶ 装備政策部長への報告 

装備政策部長等は、本則第２２第３項の規定に基づき長官官房、

各部又は施設等機関ごとの定期検査の結果を装備政策部長に報告す

るに当たっては、前号に規定する各管理者の確認結果を付して報告

するものとする。 

 

２ 特別防衛秘密文書等の保管数等の検査 

 ⑴ 計上対象 

定期検査中、特別防秘庁通達第４０第２項に規定する保管数等の

検査は、各管理者において米国政府から受領又は複製若しくは製作

した特別防衛秘密文書等のほか、他部署から接受した特別防衛秘密

文書等についても対象となる。 

 ⑵ 期末の保管数の確認 

各管理者は、特別防衛秘密定期検査報告書における期末の保管数

が実際の保管数及び特別防秘庁通達第４２に規定する特別防衛秘密

文書等の件名等の報告における保管数と一致していることを確認す

るものとする。 



付紙様式 

 

定期検査における確認事項 

 

番 号 確認事項 関連規則 良 否 是正完了見込時期 

１ 
保全責任者、同代行者（必要な場合のみ。）及び保全責任者補助者が指

定書により指定されているか。 
本実施要領第４第３項   

２ 

特別防衛秘密文書等取扱者名簿が定められた様式で作成され、必要に応

じて更新されているか。また、各取扱者が取り扱える特別防衛秘密の範

囲がその担当業務の所掌範囲内であるなど必要最小限とされているか。 

本実施要領第４第４項   

３ 
管理者、保全責任者、同代行者（指定した場合のみ。）、保全責任者補

助者及び取扱者は誓約書を提出しているか。 
特別防秘庁通達第１２   

４ 

特別防衛秘密の秘密区分の指定、変更又は解除若しくは特別防衛秘密文

書等の製作又は複製においては、特別防衛秘密登録簿が作成され、又は

作成した特別防衛秘密登録簿の記載内容が変更されているか。 

特別防秘庁訓令第１９条 

本実施要領第１１ 
  

５ 
特別防衛秘密文書等接受保管簿の各項目が全て正しく記載されている

か。 
本実施要領第１７   

６ 

特別防衛秘密文書等の貸借においては、特別防衛秘密文書等貸借簿が正

しく記載されているか。また、特段の理由なく、長期間の貸借が行なわ

れていないか。 

本実施要領第１９   

７ 

特別防衛秘密文書等の閲覧の都度、特別防衛秘密文書等閲覧簿に閲覧履

歴が記載されているか。また、必要以上に特別防衛秘密文書等閲覧簿へ

の記載を省略できる職員を指定していないか。 

本実施要領第２０第１項 

特別防秘庁通達第３６第２

項 

  



８ 
特別防衛秘密文書等の破棄においては、特別防衛秘密文書等廃棄簿に正

しく記録しているか。 
本実施要領第２１   

９ 
保全責任者の交代時、引継確認書が作成されているか。また、引継ぎが

完了した後、管理者がその状況を確認しているか。 
本実施要領第２３第２項   

10 

当該部署で米国政府から受領又は複製若しくは製作し、現に保管する特

別防衛秘密文書等に適切な表示（特別防衛秘密（ ）及び登録番号等）

が付されているか。 

特別防秘庁訓令第１７条及

び第２０条 

本実施要領第９及び第１２ 

  

11 

当該部署で米国政府から受領又は複製若しくは製作し、現に保管する特

別防衛秘密文書について、特別防衛秘密に該当する部分に下線を引く等

により明示しているか。 

特別防秘庁通達第１３   

12 

当該部署で米国政府から受領又は複製若しくは製作し、現に保管する特

別防衛秘密文書について、不正複写防止等のための措置（当該文書の一

連番号を各ページの中央に「透かし」として入れること等の措置をい

う。）が講じられているか。 

特別防秘庁通達第２１第４

項 
  

13 
保管容器の文字盤鍵の組合せ番号は、年１回定期的に、又は保全責任者

等が交代したとき等のしかるべき時期に変更しているか。 
特別防秘庁通達第３４   

（注：良否判定が「不良」の場合は、その是正が完了する見込みの時期を「是正完了見込時期」に記載する。） 



別紙様式第１号 

 

 

指  定  書 

 

 

所 属           

官 職           

氏 名           

 

 

防衛装備庁における特別防衛秘密の保護に関する訓令（平成２７年防

衛装備庁訓令第２５号）第４条の規定による保全責任者［保全責任者の

代行者／保全責任者の補助者］に指定する。 

 

 

令和  年  月  日 

 

 

（管理者）         

官 職           

氏 名           

  



別紙様式第２号 

 

特別防衛秘密文書等取扱者名簿 

 

所 属  

閲覧簿へ

の記載の

省略 

管 理 者 官職  氏名  

保 全 責 任 者 官職  氏名  

保全責任者代行者 官職  氏名  

保全責任者補助者 官職  氏名  

取 扱 者 

官職  氏名  取り扱う範囲  

官職  氏名  取り扱う範囲  

官職  氏名  取り扱う範囲  

官職  氏名  取り扱う範囲  

複 製 等 立 会 者 官職  氏名  

破 棄 立 会 者 官職  氏名  

送 達 者 官職  氏名  

 

注：管理者が閲覧簿への記録を省略することを認めた職員については、

「閲覧簿への記載の省略」欄に○を記入する。 

  



別紙様式第３号 

（表） 

装備庁適格証第   号 

特定特別防衛秘密保護適格証明書  

 

所  属： 

官  職： 

氏  名： 

生年月日：    年  月  日生 

 

上記の者は、特定特別防衛秘密の取扱者で

あることを証明する。 

 

令和  年  月  日 

 

防 衛 装 備 庁 長 官 

 

 

（裏） 

取り扱い得る特定特別防衛秘密 

 

 

（注 意） 

１ この証明書は、特定特別防衛秘密を取り扱う業務を行うときは、常

に携帯しなければならない。 

２ この証明書を紛失、き損若しくは汚損したとき、又は記載事項に変

更があったときは、直ちに、その旨を装備政策部装備保全管理課長に

届け出なければならない。 

３ この証明書は、特定特別防衛秘密の取扱者ではなくなったときは、

直ちに、装備政策部装備保全管理課長に返納しなければならない。 

４ この証明書を他者に貸与又は譲渡してはならない。 

  



別紙様式第４号 

 

発 簡 番 号 

発 簡 年 月 日 

 

装備政策部装備保全管理課長 殿 

 

（管理者）       

 

特定特別防衛秘密保護適格証明書の発行について（依頼） 

 

標記について、下記のとおり依頼する。 

 

記 

 

№ 所 属 官 職 氏 名 生年月日 
取り扱い得る 

特定特別防衛秘密 

      

      

      

      

      

      

 

  



別紙様式第５号 

 

１ かがみ文書のみが特別防衛秘密文書である場合 

 

登録番号  

 

 

発 簡 番 号 

発 簡 年 月 日 

 

件  名 

 

本  文 

添付書類： 

 

２ 添付書類のみが特別防衛秘密文書である場合 

 ⑴ 添付書類が別冊類の場合 

別冊「特別防衛秘密「秘」（米国政府）」 

発 簡 番 号 

発 簡 年 月 日 

 

件  名 

 

本  文 

添付書類：別冊「特別防衛秘密「秘」（米国政府）」 

 

  

米国政府 

特別防衛秘密 

（秘） 

米国政府 

特別防衛秘密 

（秘） 



⑵ 添付書類が別添の場合 

別添「特別防衛秘密「秘」（米国政府）」 

発 簡 番 号 

発 簡 年 月 日 

 

件  名 

 

本  文 

添付書類：        「特別防衛秘密「秘」（米国政府）」 

 

３ かがみ文書と添付書類の両方が特別防衛秘密文書である場合 

⑴ 添付書類が別紙類の場合 

 

登録番号  

 

 

発 簡 番 号 

発 簡 年 月 日 

 

件  名 

 

本  文 

添付書類：別紙「特別防衛秘密「極秘」（米国政府）」 

注：別紙類はかがみ文書の一部を構成するものとして添付されるため、

別紙類に特別防衛秘密が含まれる場合には、かがみ文書自体に特別防

衛秘密が含まれない場合であっても、かがみ文書を含め全体として特

別防衛秘密文書として管理する。 

  

米国政府 

特別防衛秘密 

（極秘） 

米国政府 

特別防衛秘密 

（極秘） 



⑵ 添付書類が別冊類の場合 

 

登録番号  

 

 

 
 

別冊「特別防衛秘密「極秘」（米国政府）」 
発 簡 番 号 
発 簡 年 月 日 

 
件  名 

 
本  文 
添付書類：別冊「特別防衛秘密「極秘」（米国政府）」 

 
⑶ 添付書類が別添の場合 

 

登録番号  

 

 

 
 

別添「特別防衛秘密「秘」（米国政府）」 
発 簡 番 号 
発 簡 年 月 日 

 
件  名 

 
本  文 
添付書類：        「特別防衛秘密「秘」（米国政府）」 

  

米国政府 

特別防衛秘密 

（極秘） 

米国政府 

特別防衛秘密 

（極秘） 

米国政府 

特別防衛秘密 

（秘） 

米国政府 

特別防衛秘密 

（秘） 



別紙様式第６号 

 

令和  年  月  日 

 

（受領する側の保全責任者） 殿 

 

（送付する側の保全責任者）官職  氏名 

 

送  付  書 

 

次の特別防衛秘密（文書、図面、物件）を送付する。 

 

１ 秘密区分： 

２ 件  名： 

３ 登録番号： 

４ 一連番号： 

５ 数  量： 

 

 

令和  年  月  日 

 

（送付した側の保全責任者） 殿 

 

（受領した側の保全責任者）官職  氏名 

 

受  領  書 

 

次の特別防衛秘密（文書、図面、物件）を受領した。 

 

１ 秘密区分： 

２ 件  名： 

３ 登録番号： 

４ 一連番号： 

５ 数  量： 

  



別紙様式第７号 

 

特別防衛秘密文書等接受保管簿 

整理番号  

件  名  
米国政府の 

秘密区分 
 秘密区分  

登録番号  一連番号  枚  数  

秘密区分変更 

又は解除 

秘密区分 

変更年月日 
 解除年月日  

保  管 保管開始年月日  
保全責任者 

確 認 
 保存期間  

送  達 送達年月日  送達先の部署名  
受領者 

確 認 
 

回  収 回収年月日  回収先の部署名  
保全責任者 

確 認 
 

返  却 返却年月日  返却先の部署名  
受領者 

確 認 
 

備  考  

注：各確認欄は、各対象者が氏名等の記録を残すこと。 



別紙様式第７の２号 

 

事 務 連 絡 

発 簡 年 月 日 

 

 装備政策部装備保全管理課長 殿 

 

（依頼元管理者）       

 

特別防衛秘密文書集中管理依頼書 

 

 下記のとおり特別防衛秘密文書の管理を依頼する。 

 

記 

 

１ 件 名 

 

２ 登録番号及び一連番号 

 

３ 秘密区分 

 

４ 送達元（返却を受ける場合は返却元） 

 

５ 送達（返却を受ける場合は返却受け）予定年月日 

 

６ その他（必要に応じて記載する。） 

 

  



別紙様式第７の３号 

 

事 務 連 絡 

発 簡 年 月 日 

 

 装備政策部装備保全管理課長 殿 

 

（依頼元管理者）       

 

特別防衛秘密文書集中管理終了通知書 

 

 下記のとおり特別防衛秘密文書を送達（返却する場合は返却）するた

め、貴官による当該特別防衛秘密文書の管理を終了されたく通知する。 

 

記 

 

１ 件 名 

 

２ 登録番号及び一連番号 

 

３ 秘密区分 

 

４ 送達先（返却する場合は返却先） 

 

５ 送達（返却する場合は返却）予定年月日 

 

６ その他（必要に応じて記載する。） 

  



別紙様式第８号 

 

特別防衛秘密文書等貸借簿 

整理番号  

件  名  
米国政府の 

秘密区分 
 秘密区分  

登録番号  一連番号  枚  数  

貸  出 管理者承認  

貸出年月日  
受領者 

確 認 
 

保全責任者 

確 認 
 

貸出先の部署名  

回  収 回収年月日  回収先の部署名  
回収者 

確 認 
 

保全責任者 

確 認 
 

借  受 借受年月日  借受先の部署名  
借受者 

確 認 
 

保全責任者 

確 認 
 

返  却 返却年月日  返却先の部署名  
受領者 

確 認 
 

保全責任者 

確 認 
 

備  考  

注：承認欄、確認欄は、各対象者が氏名等の記録を残すこと。 



別紙様式第８の２号 

 

事 務 連 絡 

発 簡 年 月 日 

 

 装備政策部装備保全管理課長 殿 

 

（依頼元管理者）       

 

特別防衛秘密文書貸出依頼書 

 

 下記のとおり特別防衛秘密文書を貸し出しされたく依頼する。 

 

記 

 

１ 件 名 

 

２ 登録番号及び一連番号 

 

３ 秘密区分 

 

４ 貸出先 

 

５ 貸出予定年月日 

 

６ 貸出終了予定年月日 

 

７ その他（必要に応じて記載する。） 

  



別紙様式第９号 

 

特別防衛秘密文書等閲覧簿（保管場所：          ） 

 

登録番号 

及び一連番号 
 文書等名  

№ 日 付 閲覧者名 閲覧場所 
管理者 

承 認 

閲覧時間 保 全 

責任者 

確 認 開 始 終 了 

        

        

        

        

        

        

        

        

 

注：１ この閲覧簿は、保管する特別防衛秘密文書等ごとに作成する。 

  ２ 特別防衛秘密文書等の閲覧の都度、あらかじめ所定の事項を記

載し、管理者の承認を得るとともに、閲覧終了後、保全責任者が

異常の有無を確認し、氏名等の記録を残す。 

 

 

 

 



別紙様式第９の２号 

 

事 務 連 絡 

発 簡 年 月 日 

 

 装備政策部装備保全管理課長 殿 

 

（依頼元管理者）       

 

特別防衛秘密文書閲覧依頼書 

 

 下記のとおり特別防衛秘密文書を閲覧したく依頼する。 

 

記 

 

１ 件 名 

 

２ 登録番号及び一連番号 

 

３ 秘密区分 

 

４ 閲覧者 

 

５ 閲覧予定年月日 

 

６ その他（必要に応じて記載する。） 

  



別紙様式第１０号 

 

特別防衛秘密文書等廃棄簿 

 

整理 

番号 

登録番号 

及び 

一連番号 

枚 数 件 名 
廃 棄 

承 認 

廃 棄 

年月日 
廃棄理由 廃棄方法 

実施者 

確 認 

立会者 

確 認 

保全責 

任者確 

認 

管理者 

確 認 
備 考 

             

             

             

             

             

注：承認欄、確認欄は、各対象者が氏名等の記録を残すこと。 

  



別紙様式第１１号 

 

引 継 確 認 書 

 

引 継 確 認 

引継年月日 
引継件数 

（※） 
新旧別 官 職  氏 名    備 考 

年月日 異状の有無 
管理者 

確 認 

    
文書： 

物件： 

旧  

 

新  

    
文書： 

物件： 

旧  

 

新  

    
文書： 

物件： 

旧  

 

新  

 

注：○件○部のように記載し、例えば、原議（原本、原紙等を含む。）が３件、複製物が５件ある場合は、３件８部と記載する。 

  確認欄は、管理者が氏名等の記録を残すこと。 

  



別紙様式第１２号 

 

防衛装備庁長官 殿 

 

（契約担当官等）       

 

特別防衛秘密物件等製作等外部委託許可伺 

 

標記について、下記のとおり委託してよろしいか。 

 

記 

 

１ 調達要求番号 

 

２ 契約品名 

 

３ 取り扱わせる特別防衛秘密文書等 

 ⑴ 件 名 

 ⑵ 登録番号及び一連番号 

 ⑶ 数 量 

 ⑷ 秘密区分 

 

４ 委託先企業名及び事業所名 

 

５ 特別防衛秘密保護措置 

⒧ 特別防衛秘密保護規則 

⑵ 秘密保全実施要領 

⑶ 秘密保全施設 

⑷ 保全教育 

 

６ その他（必要に応じて記載する。） 

 

注：１ 第５項は、契約担当官等から確認を受けた通知文書の発簡番号

及び発簡年月日を記載する。 

２ 本様式により外部委託の許可を得たときは、当該委託先への特

別防衛秘密文書等（第３項に記載したものに限る。）の送達の許

可も得たものとみなす。 

  



別紙様式第１３号 

 

発 簡 番 号 

発 簡 年 月 日 

 

（地方防衛局調達部長等） 殿 

 

（管理者）       

 

特別防衛秘密に属する（＊）の外部委託について（通知） 

 

標記について、下記のとおり許可されたので通知する。 

 

記 

 

１ 調達要求番号 

 

２ 契約品名 

 

３ 取り扱わせる特別防衛秘密文書等 

 ⑴ 件 名 

 ⑵ 登録番号及び一連番号 

 ⑶ 数 量 

 ⑷ 秘密区分 

 

４ 委託先企業名及び事業所名 

 

５ 実施場所 

 

６ 契約年月日及び納期 

 

７ その他（必要に応じて記載する。） 

 

 

 

注：（＊）には、「文書」、「図画」、「電子計算機情報」又は「物

件」のいずれかを記載する。 

  



別紙様式第１４号 

 

発 簡 番 号 

発 簡 年 月 日 

 

（委託先） 殿 

 

（契約担当官等）       

 

特別防衛秘密に属する（＊１）の送達について（通知） 

 

標記について、別紙のとおり（＊２）から送達するので、その取扱い

については特に注意し、漏えい等のないように適切に保護されたく通知

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付書類：別紙 

写送付先：（＊３）、地方防衛局調達部長等 

 

 

注：１ （＊１）には、「文書」、「図画」、「電子計算機情報」又は

「物件」のいずれかを記載する。 

２ （＊２）には、特別防衛秘密文書等を送達する部署名を記載す

る。 

３ （＊３）には、特別防衛秘密文書等を送達する部署の管理者又

はその職務上の上級者を記載する。 

  



別紙（別紙様式第１４号） 

 

別紙 

 

特別防衛秘密文書等の製作等の外部委託に伴う送達目録 

 

製作等を委託する特別防衛秘密文書等 送達する特別防衛秘密文書等 特別防衛秘密 

保護措置 

（規則・施設等） 
調達要求番号 

契約品名 
件 名 

登録番号 

一連番号 

秘密 

区分 
実施場所 件 名 

登録番号 

一連番号 

秘密 

区分 

         

         

         

         

         

 

  



別紙様式第１５号 

 

発 簡 番 号 

発 簡 年 月 日 

 

（委託先） 殿 

 

（契約担当官等）       

 

特別防衛秘密に属する（＊）の送達について（通知） 

 

標記について、別紙の特別防衛秘密文書等については、あらためて接

受することなく新たに送達を行ったものとするので、その取扱いについ

ては特に注意し、漏えい等のないように適切に保護されたく通知しま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付書類：別紙 

写送付先：地方防衛局調達部長等 

 

 

注：１ （＊）には、「文書」、「図画」、「電子計算機情報」又は

「物件」のいずれかを記載する。 

２ 契約担当官等は、外部委託の許可を得るに当たっては、委託先

が当該文書、図画、電子計算機情報又は物件を保管していること

を確認できる書面を添付するものとする。 

３ 添付書類の別紙は、別紙様式第１４号の別紙を準用する。 

  



別紙様式第１６号 

 

発 簡 番 号 

発 簡 年 月 日 

 

（契約担当官等） 殿 

 

（委託先）       

 

特別防衛秘密に属する（＊１）の（＊２）について（申請） 

 

標記について、下記のとおり申請する。 

 

記 

 

１ 調達要求番号 

 

２ 契約品名 

 

３ （＊２）する（＊１）の内容 

 

４ （＊２）に使用する特別防衛秘密文書等 

 ⑴ 件 名 

 ⑵ 登録番号及び一連番号 

 ⑶ 数 量 

 ⑷ 秘密区分 

 

５ （＊２）の理由 

 

６ 数 量 

 

７ 実施年月日 

 

８ 実施場所 

 

９ 実施者 

 

写送付先：地方防衛局調達部長等 



 

注：１ （＊１）には、「文書」、「図画」、「電子計算機情報」又は

「物件」のいずれかを記載する。 

２ （＊２）には、「複製」、「製作」又は「写真撮影」のいずれ

かを記載する。 

３ 第３項は、「製作」又は「写真撮影」の場合に記載し、新たに

製作等する必要がある特別防衛秘密に属する文書等の内容につい

て具体的に記載する。 

４ 第５項は、複製等が必要な理由を具体的に記載する。 

５ 第９項は、複製等実施者の部署、職名及び氏名を記載する。 

  



別紙様式第１７号 

 

防衛装備庁長官 殿 

 

（契約担当官等）       

 

特別防衛秘密文書等複製等外部委託許可手続伺 

 

標記について、別添のとおり申請があったので、下記のとおり許可し

てよろしいか。 

 

記 

 

１ （＊１）する（＊２）の内容 

 

２ （＊１）に使用する特別防衛秘密文書等 

⑴ 件 名 

 ⑵ 登録番号及び一連番号 

 ⑶ 数 量 

 ⑷ 秘密区分 

 

３ （＊１）の理由 

 

４ 数 量 

 

５ 複製等実施者 

 

６ 発簡予定文書 

⑴ （当該特別防衛秘密文書等の管理者）宛て登録番号等付与依頼 

⑵ （委託先）宛て許可通知 

 

７ 特別防衛秘密保護措置 

⑴ 特別防衛秘密保護規則 

⑵ 秘密保全実施要領 

⑶ 秘密保全施設 

⑷ 保全教育 

 

添付書類：委託先からの申請文書の発簡番号（発簡年月日） 



 

注：１ （＊１）には、「複製」、「製作」又は「写真撮影」のいずれ

かを記載する。 

２ （＊２）には、「文書」、「図画」、「電子計算機情報」又は

「物件」のいずれかを記載する。 

３ 第１項は、「製作」又は「写真撮影」の場合に記載する。 

４ 第７項は、契約担当官等から確認を受けた通知文書の発簡番号

及び確認年月日を記載する。 

５ 本様式により複製等の許可を得たときは、別紙様式第１７の２

号に定める当該委託先への複製等の許可の通知についても決裁を

得たものとみなす。 

  



別紙様式第１７の２号 

 

発 簡 番 号 

発 簡 年 月 日 

 

（委託先） 殿  

 

（契約担当官等）       

 

特別防衛秘密に属する（＊１）の（＊２）について（許可） 

 

標記について、許可します。 

なお、（＊２）後の特別防衛秘密に属する（＊１）の登録番号等は、

下記のとおりとします。 

 

記 

 

１ 件 名 

 

２ 登録番号及び一連番号 

 

３ 秘密区分 

 

４ 保存期間 

 

 

 

 

 

関連文書：委託先からの申請文書の発簡番号（発簡年月日） 

写送付先：地方防衛局調達部長等 

 

 

注：１ （＊１）には、「文書」、「図画」、「電子計算機情報」又は

「物件」のいずれかを記載する。 

２ （＊２）には、「複製」、「製作」又は「写真撮影」のいずれ

かを記載する。 

  



別紙様式第１７の３号 

 

発 簡 番 号  

発 簡 年 月 日  

 

 （契約担当官等） 殿 

 

 

   （委託先）      

 

 

   特別防衛秘密に属する（※１）の（※２）について（報告） 

 

 標記について、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１．調達要求番号 

 

２．契約品名 

 

３．特別防衛秘密文書等の件名等 

 ⑴ 件 名 

 ⑵ 登録番号及び一連番号 

 ⑶ 数 量 

 

４．（＊２）の理由 

 

５．（＊２）年月日 

 

６．実施者 

 

７．実施場所 

 

 

 

 

 



注：１ （＊１）には、「文書」、「図画」又は「物件」のいずれかを

記載する。 

２ （＊２）には「接受」、「複製」、「送達」、「製作」、「廃

棄」又は「写真撮影」のいずれかを記載する。 

３ 第４項は、「複製」、「製作」又は「写真撮影」の場合に記載

し、理由を具体的に記載する。 

４ 接受等した特別防衛秘密文書等が複数ある場合は、別紙形式とす

ることができる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙様式第１７の４号 

 

発 簡 番 号 

発 簡 年 月 日 

 

 （契約担当官等） 殿 

 

（契約担当官等）     

 

   特別防衛秘密文書等の保管状況について（報告） 

 

 標記について、別添のとおり報告します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付書類：別紙第１  

     別紙第２  



 

別紙様式第１８号 

 

発 簡 番 号 

年  月  日 

 

（契約担当官等） 殿 

 

（委託先）       

 

特別防衛秘密の取扱いに係る下請負について（申請） 

 

標記について、別紙のとおり契約の一部を下請負させたいので、下記

のとおり申請します。 

 

記 

 

１ 調達要求番号 

 

２ 契約品名 

 

３ 認証番号 

 

４ 認証年月日 

 

５ 契約金額及び単価 

 

６ 納入期日 

 

７ 納入場所 

 

 

 

 

 

添付書類：別紙 

写送付先：申請者である委託先を管轄する地方防衛局調達部長等 

     下請負先である委託先を管轄する地方防衛局調達部長等 



  



別紙（別紙様式第１８号） 

 

別 紙 

 

下請負者及び下請負の範囲等について 

 

１ 下請負者 

⒧ 氏名又は名称 

⑵ 所在地 

⑶ 資本金 

⑷ 営業状況 

⑸ 生産設備 

⑹ 従業員数 

⑺ 選定理由 

⑻ 実施場所の名称及び所在地 

 

２ 下請負（特別防衛秘密文書等の取扱いを含む。）の範囲 

⒧ 下請負の範囲 

⑵ 前号に係る契約金額又はその見積額 

⑶ 下請負者が関わることの予定される特別防衛秘密文書等の件名等 

⑷ 特別防衛秘密文書等の取扱いの範囲 

 

３ 下請負の範囲に係る納入条件 

⒧ 納入期日 

⑵ 納入場所 

 

４ 特別防衛秘密保護措置 

⒧ 特別防衛秘密保護規則 

⑵ 秘密保全実施要領 

⑶ 秘密保全施設 

⑷ 保全教育 

 

５ 下請負が必要な理由 

  



別紙様式第１９号 

 

発 簡 番 号 

発 簡 年 月 日 

 

（委託先） 殿 

 

（契約担当官等）       

 

特別防衛秘密の取扱いに係る下請負について（通知） 

 

標記について、許可されたので通知します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関連文書：委託先からの申請文書の発簡番号（発簡年月日） 

写送付先：申請者である委託先を管轄する地方防衛局調達部長等 

     下請負先である委託先を管轄する地方防衛局調達部長等 

  



別紙様式第２０号 

 

特別防衛秘密の取扱いに係る契約 

 

支出負担行為担当官○○○○【防衛装備庁】（以下「甲」とい

う。）、××××【元請者】（以下「乙」という。）、△△△△【下請

者】（以下「丙」という。）は、甲と乙との間で締結した調達要求番

号：□□□□の契約（以下「主契約」という。）を補完するための付随

契約として、主契約に係る別紙の乙と丙との間の下請負に関する契約

（以下「下請負契約」という。）の履行のために必要な甲と丙との間の

特別防衛秘密（日米相互防衛援助協定等に伴う秘密保護法（昭和２９年

法律第１６６号）第１条第３項に規定する特別防衛秘密であって、特別

防衛秘密の保護に関する訓令（平成１９年防衛省訓令第３８号）第１５

条第１項又は防衛装備庁における特別防衛秘密の保護に関する訓令（平

成２７年防衛装備庁訓令第２５号）第１４条第１項の規定により、防衛

大臣又は防衛装備庁長官が特別の保護を要するものとして指定した特別

防衛秘密を含む。）に属する文書、図画（電子計算機情報を含む。）又

は物件（以下「特別防衛秘密文書等」という。）の無償貸付及び特別防

衛秘密の保護に関する契約を締結する。 

 

（目 的） 

第１条 この契約は、主契約の付随契約として、主契約の履行を確保す

るため、甲、乙及び丙の三者間において締結するものである。 

 

（特別防衛秘密の保護） 

第２条 丙は、この契約の履行については、この条項に定めるもののほ

か、特別防衛秘密の保護に関する特約条項に定めるところにより、特

別防衛秘密の保護を確実に実施するものとする。この場合において、

特別防衛秘密の保護に関する特約条項第１７条第３項を除き、「乙」

を「丙」と読み替えるものとする。 

 

（特別防衛秘密の保護の確保に関する違約金条項） 

第３条 丙は、特別防衛秘密の保護に関する特約条項の規定に違反し

て、特別防衛秘密を当該特別防衛秘密に接する権限のない者に漏えい

したことを甲が証明した場合は、秘密等の保全又は保護の確保に関す

る違約金条項に定めるところにより、甲が指定する期日までに違約金

を支払うものとする。この場合において、秘密等の保全又は保護の確

保に関する違約金条項の「乙」を「丙」と、「契約金額」を「下請負



契約に係る契約金額」とそれぞれ読み替えるものとする。 

２ 乙及び丙は、前項に規定する「下請負契約に係る契約金額」につい

て、契約締結後、速やかに書面にて甲に届け出るものとする。また、

第５条に規定する契約金額の見直しがあった場合も同様とする。 

 

（契約の費用） 

第４条 この契約の締結及び履行に関して必要な費用は、主契約に含ま

れるものとする。 

 

（契約金額の見直し） 

第５条 主契約の契約金額が変更された場合、又は主契約が超過利益返

納条項付契約であって超過利益の返納に関する手続きがとられた場合

は、下請負契約に係る契約金額も見直すものとする。 

 

（貸付条件等） 

第６条 丙が貸付けを受ける特別防衛秘密文書等の件名、数量、貸付期

間等の貸付けに必要な条件等については、次のとおりとする。 

【※ 契約内容に応じ、必要な貸付条件等を記載する。】 

 

（甲の解除権） 

第７条 甲は、乙又は丙がこの契約に定める義務に違反した場合は、こ

の契約を解除することができる。 

２ 甲は、乙又は丙が下請負契約を解除した場合は、この契約を解除す

ることができる。 

３ 甲は、乙の責に帰すべき理由により主契約を解除した場合は、この

契約を解除することができる。 

４ 甲は、前項に定める場合のほか、主契約を解除した場合は、この契

約を解除することができる。 

 

（停止条件） 

第８条 この契約は、防衛装備庁における特別防衛秘密の保護に関する

訓令第２７条の規定に基づき、下請負の申請が許可された場合に効力

が発生するものとする。 

 

（その他） 

第９条 甲、乙及び丙は、この契約に関し紛争又は疑義が生じた場合

は、その都度、協議して解決するものとする。 

 



（裁判管轄） 

第１０条 この契約に関する訴えは、○○地方裁判所の管轄に属するも

のとする。 

 

上記契約の締結を証するため、契約書３通を作成し、甲、乙及び丙が

記名、押印の上、各１通を保有するものとする。 

 

令和  年  月  日 

 

甲                

印  

 

乙                

印  

 

丙                

印  


